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第19回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第19回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知

申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電

子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の

以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトに

アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「サイ

トリ細胞研究所」または「コード」に当社証券コード「3750」を入力・検索し、

「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主

総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日の出席に代えて、書面（郵送）によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2023年６月22日（木曜日）午後６
時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。議決権行使
書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものと
してお取り扱いいたします。

敬　具
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１．日 時 2023年６月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区新橋一丁目１８番１号

航空会館ビジネスフォーラム　501会議室
（末尾の「第19回定時株主総会会場ご案内図」をご参照くださ
いますようお願い申し上げます。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第19期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２. 第19期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
議　　　案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

記

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　会社法改正により、電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセ
スのうえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただ
いた株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会において
は、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面
をお送りいたします。
　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款
第16条の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
　①連結計算書類の「連結注記表」
　②計算書類の「個別注記表」
　したがいまして、当該書面に記載の内容は、監査報告を作成するに際し、監査
等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。

　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサ
イトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

　株主総会へのご出席につきましては、開催日当日における新型コロナウイルス
の感染状況やご自身の体調等をご勘案のうえ、慎重にご判断くださいますようお
願い申し上げます。
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（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に係

る行動制限の緩和に伴い社会経済活動の正常化が進んだものの、資源価格

の高騰や物価の上昇等により先行きは依然不透明な状況が続きました。

　このような環境のもと、当社グループにおきましては、事業基盤の整

備・拡充、ならびに事業領域における競争力強化、収益性の向上に注力

し、積極的に取り組んでまいりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,144百万円（前連結会計年度

比60.6％増）、営業損失は794百万円（前連結会計年度 営業損失462百万

円）、経常損失は862百万円（前連結会計年度 経常損失418百万円）とな

りました。また、減損損失205百万円及び関係会社出資金売却損107百万円

を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純損失は1,059百万円（前連

結会計年度 親会社株主に帰属する当期純損失77百万円）となりました。

　期末配当につきましては、業績及び財務体質の強化などを総合的に勘案

し、株主の皆様には誠に申し訳ございませんが、無配とさせていただきた

いと存じます。

　なお、2022年７月１日付で、当社は㈱サイトリ細胞研究所へ商号を変更

しております。

　事業別の状況は次のとおりであります。

（メディカル事業）

　当連結会計年度におけるメディカル事業は、医療機器として認可を受け

たセルーション遠心分離器と高度管理医療機器クラスⅢとして認可を受け

たセルセラピーキットを国内の医療機関や大学病院他へ積極的に販売して

まいりました。しかしながら、アライアンス先の選定及び細胞治療サービ

スの提供開始が当初想定より遅れていること等により、当連結会計年度の

メディカル事業の売上高は237百万円（前連結会計年度比7.4％減）にとど

まりました。
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　営業損益につきましては、国内の治験に係る費用が嵩み、営業損失は

403百万円（前連結会計年度 営業損失157百万円）となりました。

（リアルアセット事業）

　当連結会計年度におけるリアルアセット事業は、ホテル金沢㈱において

新型コロナウイルス感染症の影響により低迷していた宿泊・宴会の売上が

大幅に回復しました。また、㈱サテライト名古屋の子会社化、匿名組合出

資持分の売却等の結果、当連結会計年度のリアルアセット事業の売上高は

1,906百万円（前連結会計年度比76.8％増）となりました。

　営業損益につきましては、子会社化した㈱サテライト名古屋における販

管費の負担が大きく、営業損失229百万円（前連結会計年度 営業損失156

百万円）を計上することとなりました。

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は164,120千円となりました。その主なものはリアルアセット事業に

て2021年12月より実施していたホテル客室及び共用スペース設備の改修

102,943千円であります。また、メディカル事業においては、輸入してい

る医療機器の国内製造用試作機の製造費用53,674千円を支出しておりま

す。

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度中に、既存借入の返済や新型コロナウイルス感染症の長

引く影響により営業損失が継続している事業の運転資金及びメディカル事

業への投資資金として、金融機関より長期借入金2,540百万円、金融機関

以外の事業法人より短期借入金500百万円を調達しております。
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④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　2022年６月１日付で、当社連結子会社であるデューイ株式会社は都立大

学Ⅰ匿名組合及び都立大学Ⅱ匿名組合への出資持分をすべて譲渡しまし

た。

区 分
2020年３月期

第16期
2021年３月期

第17期
2022年３月期

第18期

2023年３月期
（当連結会計年度）

第19期

売 上 高(千円) 1,180,408 1,388,292 1,335,578 2,144,712

経 常 損 失 （ △ ）(千円) △185,462 △745,608 △418,065 △862,208

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) 319,394 △831,863 △77,633 △1,059,941

１株当たり当期純利益又は１
株当たり当期純損失（△）

47円58銭 △101円64銭 △8円79銭 △118円71銭

総 資 産(千円) 15,482,775 14,924,004 16,006,766 14,091,635

純 資 産(千円) 3,832,748 3,548,370 3,716,452 2,656,682

(2) 財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

等を第18期の期首から適用しており、第18期及び第19期連結会計年度に係

る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま

す。
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会 社 名 資本金（出資金）
当 社 に 対 す る
議 決 権 比 率

当 社 と の 関 係

アクア戦略投資事業
有限責任組合

2,090,000千円
47.81％

〔6.92％〕
―

ACA株式会社 100,000千円
49.53％

（47.81％）
〔6.92％〕

―

ACA Investments
Pte Ltd

911,997千円
49.53％

（47.81％）
〔6.92％〕

―

ACA Partners Pte
Ltd

1,835,084千円
49.53％

（47.81％）
〔6.92％〕

―

会 社 名
資 本 金
（出資金）

当社の議決権比率 主要な事業内容

サイトリ・セラピューティクス
株式会社

10,000千円 100.0％ 医療機器の製造、販売

ホテル金沢株式会社 90,000千円
100.0％

（100.0％）
ホテル金沢の運営

フラクタルホスピタリティ株式
会社

10,000千円 90.0％
ホテルオペレーション
事業

ホテルKANAZAWA合同会社 300千円
100.0％

（100.0％）
ホテル金沢㈱への投融資
役務提供

デューイ株式会社 10,000千円 100.0％
不動産の保有
賃貸管理、投融資
役務提供

株式会社サテライト名古屋 6,000千円 100.0％
公営競技の会員制場外
売場の運営

(3) 重要な親会社及び子会社の状況（2023年３月31日現在）

① 親会社の状況

（注）１. ACA株式会社はアクア戦略投資事業有限責任組合の親会社に該当し、ACA 

Investments Pte LtdはACA株式会社の親会社に該当し、更にACA Partners 

Pte LtdはACA Investments Pte Ltdの親会社に該当するとのことから、ACA株

式会社、ACA Investments Pte Ltd及びACA Partners Pte Ltdはアクア戦略投

資事業有限責任組合を通じて当社普通株式を間接的に保有することとなるた

め、当社の親会社に該当することとなります。

２. 当社に対する議決権比率欄の（　）内は間接所有割合で、内数で、〔　〕内

は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数で記載しております。

② 重要な子会社の状況

（注）１. 当社の議決権比率欄の（　）内は間接所有割合で、内数で記載しております｡

２．都立大学Ⅰ匿名組合及び都立大学Ⅱ匿名組合は、連結子会社であるデューイ㈱

が2022年６月１日付で匿名組合出資持分の全てを譲渡したため、両匿名組合を

連結の範囲から除外しております。

３．サイトリ・セルセラピー㈱及び(一社)共生会は、開業前であるため連結の範囲

から除外しております。

４．(同)バロンは、連結計算書類に与える影響が乏しくなったため、2022年４月１

日付で同社を連結の範囲から除外しております。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループの対処すべき課題として以下の事象が発生しております。

（継続企業の前提に関する重要事象等について）

　当社グループは、継続して営業損失を計上しており、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。このような状況の解

消を図るべく、当社グループでは医療機器の販売を中心とするビジネスモデ

ルから細胞治療を主軸とした医療サービスへのシフトを加速し、収益の改善

に取り組んでまいります。

　資金面につきましては、当連結会計年度末において、1,123,050千円の現

金及び預金を保有しており、当面の事業資金を確保しております。また、保

有不動産の売却を進めて資金を確保してまいります。

　以上のことから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められない

と判断しております。

　今後は細胞治療における研究・開発の意思決定の迅速化と、細胞治療サー

ビスを主軸とした差別化された競争力のあるサービスを展開することが企業

価値を高めるものと考えております。

　株主の皆様には、何卒引き続きご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し上

げます。

事　業　区　分 事　業　内　容

メ デ ィ カ ル 事 業 医療アセットへの投資

リ ア ル ア セ ッ ト 事 業
不動産売買、不動産事業プロジェクトへの投資、
保有不動産の管理、ホテルビジネス

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

(6) 主要な営業所（2023年３月31日現在）

① 当社　　　　東京都千代田区大手町一丁目１番１号

② 子会社

　サイトリ・セラピューティクス株式会社（東京都千代田区）

　ホテル金沢株式会社（石川県金沢市）

　フラクタルホスピタリティ株式会社（東京都千代田区）

　ホテルKANAZAWA合同会社（東京都千代田区）

　デューイ株式会社（東京都千代田区）

　株式会社サテライト名古屋（愛知県名古屋市）
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事 業 区 分 使 用 人 数
前連結会計年
度 末 比 増 減

メ デ ィ カ ル 事 業 11（０）名 　　―

リ ア ル ア セ ッ ト 事 業 48（55）名 ―  （ ３名増）

管 理 部 門 ５（―）名 １名増（  ―   ）

合 　 　 計 64（55）名 １名増（ ３名増）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

６名 １名増 47.3歳 5.1年

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）臨時従業員は（　）内に外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数を記載しております。

借入先 借入残高

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 4,950百万円

大阪協栄信用組合 2,455百万円

株式会社日本政策金融公庫 315百万円

株式会社商工組合中央金庫 200百万円

株式会社福井銀行 86百万円

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ア ク ア 戦 略 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 4,250,946株 47.61％

Ｇ Ｍ Ｏ ク リ ッ ク 証 券 株 式 会 社 375,100株 4.20％

ＣｙｔｏｒｉＭＢＯ有限責任事業組合 374,718株 4.19％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 362,200株 4.05％

窪 田 芳 郎 354,036株 3.96％

堀 江 聡 寧 241,090株 2.70％

ａ ｕ カ ブ コ ム 証 券 株 式 会 社 202,600株 2.26％

橋 本 征 道 154,726株 1.73％

Ａ Ｃ Ａ 株 式 会 社 153,365株 1.71％

株 式 会 社 桜 十 字 143,000株 1.60％

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2023年３月31日現在）

① 発行可能株式総数　　　　　　 28,000,000株

② 発行済株式の総数　　　　　　  8,929,419株

③ 株主数　　　　　　　　　　　　　　1,533名

④ 大株主（上位10名）

（注） 持株比率は自己株式925株を控除して計算しております。

決議年月日 2020年３月23日（注）２

付与対象者の区分及び人数 当社取締役（監査等委員を除く）１名

新株予約権の数 228,360個

(2) 新株予約権等の状況

①当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

第１回新株予約権（注）１
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新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数

当社普通株式　228,360株

すべて完全議決権株式かつ権利内容に限

定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の行使時の払込金額 株式１株当たり１円

新株予約権の行使期間
自 2020年７月７日

至 2050年３月23日

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額

発行価格　　１円

資本組入額　会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増

加限度額の２分の１とする。

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには当社取締役会

の承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項
（注）４

（注）１．2020年７月７日付で当社を株式交換完全親会社、サイトリ・セラピュ

ーティクス㈱を株式交換完全子会社とする株式交換を実施したことに伴

い、サイトリ・セラピューティクス㈱が発行していた新株予約権の新株

予約権者に対し、当該新株予約権に代わり、当該新株予約権１個に対し

当社の新株予約権1,038個を2020年７月７日付で交付いたしました。

２. サイトリ・セラピューティクス㈱における新株予約権の決議年月日で

あります。

３. 新株予約権の行使の条件

(1）対象者は、本新株予約権の行使時においても当会社の取締役である

ことを要する。ただし、対象者が、本新株予約権の行使時において当

会社の取締役でない場合であっても、当会社の取締役を任期満了によ

り退任した場合、又は本新株予約権を行使できることについて当会社

取締役会の承認を得た場合にはこの限りではない。

(2）対象者は、本新株予約権の全部につき一括して権利行使することと

し、分割して行使することはできない。

(3）対象者が死亡した場合は、対象者の相続人は本新株予約権を行使す

ることはできない。
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調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

株式分割又は株式併合の比率

４. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

(1）当会社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により本新

株予約権の目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる

調整は、本新株予約権のうち、当該調整時点で行使されていない本新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株の

100分の１未満の端数は切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割又は株式併合の比率

また、当会社が、本新株予約権発効後、合併する場合、株式交換も

しくは株式移転を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当

会社は、本新株予約権の目的たる株式の数について、合理的な範囲で

必要と認める調整を行うことができる。

(2）本新株予約権発行後、当会社が株式分割又は株式併合を行う場合は､

株式分割の場合は株式分割のための株式割当日の翌日以降､株式併合の

場合は株式併合の効力発生の時をもって､次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

また、当会社が、本新株予約権発行後、合併する場合、株式交換若しく

は株式移転を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当会社は、

払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができ

る。

②当事業年度に職務執行の対価として従業員または子会社役員及び従業員に

対し交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

③その他新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 堀 江 聡 寧

サイトリ・セラピューティクス㈱　代表取締役

ホテル金沢㈱　代表取締役

デューイ㈱　代表取締役

ＡＣＡ㈱　マネージング・パートナー

取 締 役 白 浜 靖 司 郎 サイトリ・セラピューティクス㈱　代表取締役会長

取 締 役 星 野 喜 宏 スターキャピタルマネージメント㈱　代表取締役

取 締 役 藤 堂 裕 隆 アルゴ・ホールディングス㈱　代表取締役

取 締 役
（常勤監査等委員）

若 木 　 裕 太陽石油㈱　監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

松 山 昌 司

松山公認会計士事務所　代表

あすなろ監査法人　代表社員

ぷらっとホーム㈱　社外監査役

㈱グッドコムアセット　社外取締役

天馬㈱　社外取締役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

坂 田 靖 志

坂田公認会計士事務所　代表

㈱ブルズコンサルティング　代表取締役

税理士法人ブルズ＆パートナーズ　代表社員

監査法人トキ　代表社員

ＬＲＭ㈱　社外取締役

㈱ＲＹコーポレーション　社外監査役

㈱ＴＯブックス　社外取締役

(3) 会社役員の状況

① 取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 代表取締役の堀江聡寧氏がマネージング・パートナーを兼職しておりますＡＣＡ株
式会社は、当社の親会社であるアクア戦略投資事業有限責任組合の無限責任組合員
であり、ＡＣＡ株式会社も親会社に該当しております。

２. 取締役（常勤監査等委員）若木裕氏、取締役（監査等委員）松山昌司氏及び取締役
（監査等委員）坂田靖志氏は、社外取締役であります。

３. 当社は、監査等員による監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集及び重要な社
内会議への出席による情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携
を可能にするため、若木裕氏を常勤の監査等委員として選任しております。

４. 取締役（常勤監査等委員）若木裕氏は、税理士として財務及び会計に関する相当程
度の知見を有しております。

５. 取締役（監査等委員）松山昌司氏及び取締役（監査等委員）坂田靖志氏は、公認会
計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

６. 当社は、取締役（常勤監査等委員）若木裕氏、取締役（監査等委員）松山昌司氏及
び取締役（監査等委員）坂田靖志氏を東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２
に定める独立役員として、同証券取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要

当社と各監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており

ます。
当該契約に基づく損害賠償の限度額は、法令が定める額を上限としてお

ります。
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③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約（以下、「Ⅾ＆О保険」という。）を締結しておりま
す。Ⅾ＆О保険の被保険者の範囲は当社及び当社連結子会社の取締役（監
査等委員を含む）並びに当社連結子会社の監査役（以下、「取締役等」と
いう。）であり、取締役等が業務に起因して損害賠償責任を負った場合に
おける損害（ただし、Ⅾ＆О保険で定められた免責事由に該当するものを
除く。）等を填補することとしております。なお、Ⅾ＆О保険の保険料
は、当社が全額を負担しております。Ⅾ＆О保険の契約期間は１年間であ
ります。

④ 取締役の報酬等

イ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定

方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の
個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等
の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針
に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は以下のとおり

です。
当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ

として十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締
役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本
方針とする。具体的には、取締役（監査等委員を除く）の報酬は、固定報
酬としての基本報酬および非金銭報酬（ストック・オプション報酬）によ
り構成する。監査機能を担う取締役監査等委員については、その職責に鑑
み、固定報酬としての基本報酬のみを支払うこととする。
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年

数に応じて、他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しなが
ら、総合的に勘案して決定するものとする。
2019年6月26日開催の第15回定時株主総会で決議されたとおり、ストッ

ク・オプションとしての新株予約権を年額3,000万円以内、新株予約権600
個（1個当たり100株）の範囲で割り当てる。新株予約権の割当日において
ブラック・ショールズモデル等により算定された公正価額を基準として当
社取締役会により決定される額を払込金額とする。
基本報酬およびストック・オプション報酬の割合については、取締役の

役位、職責、当社の業績等を考慮しながら総合的に勘案して取締役会にて
決定するものとする。
基本報酬およびストック・オプション報酬の個人別の報酬額等について

は、取締役の役位、職責、当社の業績等を考慮しながら総合的に勘案して
取締役会にて決定するものとする。

－ 13 －



区　　分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる

役員の員数基本報酬
業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取　締　役

（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）

23

(－)

23

(－)

－

(－)

－

(－)

４名

(－)

取締役

（監査等委員）

（うち社外取締役）

９

(９)

９

(９)

－

(－)

－

(－)

３名

(３)

合　　　計

（うち社外取締役）

32

(９)

32

(９)

－

(－)

－

(－)

７名

(３)

ロ. 取締役に支払った報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員を除く）の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含

まれておりません。

２．取締役（監査等委員を除く）１名については、報酬は支払っておりません。

３. 取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2018年６月20日開催の第14回定時株

主総会において年額50百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議い

ただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は

４名であります。

また、金銭報酬とは別枠で、2019年6月26日開催の第15回定時株主総会において、

新株予約権の割当てを年額30百万円以内、年間600個（１個当たり100株）以内と決

議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員

数は３名であります。

４. 取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2018年６月20日開催の第14回定時株主総会

において年額15百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取

締役（監査等委員）の員数は３名であります。

⑤ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人との関係

1. 取締役（監査等委員）松山昌司氏は、松山公認会計士事務所の代表

及びあすなろ監査法人の代表社員を兼任しておりますが、当社と兼

職先との間に特別の関係はありません。

2. 取締役（監査等委員）坂田靖志氏は､坂田公認会計士事務所の代表

及び株式会社ブルズコンサルティングの代表取締役、税理士法人ブ

ルズ＆パートナーズ及び監査法人トキの代表社員を兼職しておりま

す。なお、当社と兼職先との間には特別の関係はありません。
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取 締 役 会
（ 全 1 4 回 開 催 ）

監 査 等 委 員 会
（ 全 1 2 回 開 催 ）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役
（常勤監査等委員）

若木　裕 14回 100％ 12回 100％

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

松山昌司 14回 100％ 12回 100％

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

坂田靖志 14回 100％ 12回 100％

ロ. 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該法
人等との関係

1. 取締役（監査等委員）若木裕氏は、太陽石油株式会社の監査役を兼
職しております。なお、当社は太陽石油株式会社との間に特別の関
係はありません。

2. 取締役（監査等委員）松山昌司氏は、株式会社グッドコムアセット
及び天馬株式会社の社外取締役、ぷらっとホーム株式会社の社外監
査役を兼職しております。なお、当社は株式会社グッドコムアセッ
ト、天馬株式会社及びぷらっとホーム株式会社との間に特別の関係
はありません。

3. 取締役（監査等委員）坂田靖志氏は、ＬＲＭ株式会社及び株式会社
ＴＯブックスの社外取締役を兼職しております。また、株式会社Ｒ
Ｙコーポレーションの社外監査役を兼職しております。なお、当社
はＬＲＭ株式会社、株式会社ＴＯブックス及び株式会社ＲＹコーポ
レーションとの間に特別の関係はありません。

ハ. 当事業年度における主な活動状況
1. 取締役会及び監査等委員会の開催状況、出席状況、発言状況並びに
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

2. 若木裕氏の取締役会及び監査等委員会の出席状況は、仮取締役（監
査等委員）に就任した2022年４月14日以降の状況及び取締役（常勤
監査等委員）に就任した2022年６月23日以降の状況を記載しており
ます。

3. 当事業年度中に取締役会の書面決議を６回行っております。
4. 取締役会及び監査等委員会における発言状況
  取締役（常勤監査等委員）若木裕氏は、必要に応じ主に税理士とし
ての専門的見地から取締役会・監査等委員会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発言を行っており、社外取締役として期待され
る役割を果たしております。
　取締役（監査等委員）松山昌司氏は、必要に応じ主に公認会計士と
しての専門的見地から取締役会・監査等委員会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言を行っており、社外取締役として期待さ
れる役割を果たしております。
　取締役（監査等委員）坂田靖志氏は、必要に応じ主に公認会計士と
しての専門的見地から取締役会・監査等委員会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言を行っており、社外取締役として期待さ
れる役割を果たしております。
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支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額

22百万円

(4) 会計監査人の状況

① 名称　監査法人ハイビスカス

② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額及び当該報酬等について監査

等委員会が同意をした理由

(注)１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

せんので、上記の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容及び会計監査人から計画についての

説明を受けた後、その内容及び報酬見積額について検討した結果、同意の判断をい

たしました。

③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または

不再任に関する議案の内容を決定します。

　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を

報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

－ 16 －



３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　当社が取締役会において定めている業務の適正を確保するための体制に

ついての決定の内容の概要は以下のとおりであります。

　当社は、会社法及び会社法施行規則ならびに金融商品取引法に基づき、

以下のとおり当社の業務の適正及び財務報告の信頼性を確保するための体

制を整備する。

① 当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

　当社は、株主の皆様やお得意様をはじめ、取引先、地域社会、社員等の

各ステークホルダーに対する企業価値向上を経営上の基本方針とし、その

コンプライアンス体制確立の基礎として、「サイトリ細胞研究所グループ

企業倫理・法令遵守行動規範」を制定する。この規範は当社及び当社を会

社法上の親会社とする企業集団（以下「当社グループ」という。）におけ

る全取締役及び使用人に徹底させるものとする。

　また、当社グループは、社会秩序や企業の健全な活動に悪影響を及ぼす

反社会勢力に対しては、一切の取引を行わず、組織的な対応を行う。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ. 取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、経営意思決定の重

要書類として「文書管理規程」に基づき所管する部署が保存及び管理

を行う。

ロ. 取締役の職務の執行に係る情報・文書についてはデータベース化を図

り、当該各文書等の存否及び保存状況を素早く検索可能とする体制を

構築し、適切な情報の保存及び管理を行うものとする。

ハ. 前２項に係る事務は、当該担当取締役が所管し、イ．の検証及び見直

しの経過、ロ．のデータベースの運用及び管理について統括する。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ. 当社は、「リスク管理規程」に基づき、「リスク管理委員会」を設置

し、当社グループの業務執行に係るリスクに関して、管理体制を構築

する。

ロ. リスク管理部門における担当役員がリスクを統括し、リスクの識別、

種類、特性、特定、評価、コントロール等の手法を理解し、適正な管

理体制の整備・確立に向け、整備し、運用していく。

ハ. リスク管理部門は、万一リスクの発生が顕在化した場合は、「経営危

機管理規程」に基づき、対応する。
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④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

イ. 当社は、定例の取締役会を原則月１回開催し、重要事項の決定及び各

取締役の業務執行状況の監督等を行う。

ロ. 取締役会への付議議案については、取締役会規則により定められてい

る付議基準に則り提出され、取締役会における審議が十分行われるよ

う付議される議題に関する資料については事前に全役員に配付され、

各取締役が取締役会に先立ち十分な準備ができる体制をとるものとす

る。

ハ. 「関係会社管理規程」に基づき、子会社の経営の独立性を尊重する一

方、子会社の経営に関する重要事項については、事前に当社への承認

あるいは報告をもって、各社取締役会規則等に準じ、取締役会で決定

する。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ. 当社グループの従業員に法令・定款の遵守を徹底するため、従業員が

法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部

通報制度を構築するため、「内部通報規程」を制定する。

ロ. 担当役員は、「サイトリ細胞研究所グループ　企業倫理・法令遵守行

動規範」に従い、当社グループの担当部署にコンプライアンス責任者

その他必要な人員配置を行い、かつコンプライアンス・マニュアルの

実施状況を管理・監督し、従業員に対して「内部通報規程」のさらな

る周知徹底を図る。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

イ. 当社グループの業務の適正については、「関係会社管理規程」に従い

管理し、業務執行の状況について、総務経理部、経営企画部の各担当

部が当社規程に準じて評価及び監査を行うものとする。

ロ. 総務経理部、経営企画部の各担当部は、子会社及び関係会社に損失の

危険が発生し、各担当部がこれを把握した場合には、直ちに発見され

た損失の危険の内容、損失の程度及び当社に及ぼす影響等について、

当社の取締役会及び担当部署に報告する体制を確保し、これを推進す

る。

ハ. グループ経営会議を原則月１回開催し、当社グループとの円滑な意思

疎通を図ることにより、業務執行の監督を行う。

－ 18 －



⑦ 当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた

場合における当該使用人に関する事項

イ. 監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合に

は、当該従業員を配置するものとし、配置にあたっての具体的な内容

（組織、人数、その他）については、監査等委員会と相談し、その意

見を十分考慮して検討する。

ロ. 監査等委員会の職務を補助する使用人は、他部署の使用人を兼務せ

ず、もっぱら監査等委員会の指揮命令に従うものとする。

⑧ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体

制その他の監査等委員会への報告に関する体制

イ. 当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社グループの信用を著しく

低下させる事項及び業績を著しく悪化させる事項を発見し、または確

度高く予見したときは速やかに監査等委員会に報告する。

ロ. 当社及び子会社の取締役及び使用人は、監査等委員会の定めるところ

に従い、各監査等委員の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う

こととする。

ハ. 前項の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりとする。

    1 . 当社の内部統制システムの構築・運用に関わる部門の活動状況

    2 . 当社の子会社及び関係会社の監査役及び内部監査部門の活動状況

    3 . 当社及び子会社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

    4 . 業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容

    5 . 内部通報制度の運用及び通報の内容

6 . 監査等委員会から要求された契約書類、社内稟議書及び会議議事

録の回付

ニ. 当社及び子会社は、内部通報制度の利用を含む監査等委員会への報告

を行ったグループ全社の取締役、使用人に対して、当該報告をしたこ

とを理由とする不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ

ループの取締役および使用人に周知徹底する。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 監査等委員会が当社の監査体制と内部統制システムの体制との調整を

図るため、必要に応じて代表取締役、内部監査室、総務経理部担当取

締役、担当部長、グループ会社監査役をメンバーとする監査体制検討

会を開催する。

ロ. 同検討会のメンバーは、監査の実効性確保に係る各監査等委員の意見

を十分に尊重しなければならない。
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ハ. 内部監査を所管する部門は、「内部監査規程」に則り、監査が実施で

きる体制を整備し、監査等委員会との緊密な連携を図る。

ニ. 監査等委員の職務を執行する上で必要な費用は請求により会社は速や

かに支払うものとする。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

  当社は、当社及び当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金

融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた内部

統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に

評価し、不備があれば必要な是正を行うことにより、金融商品取引法及び

その他関係法令等の適合性を確保する体制を整備するものとする。

（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況

① 内部統制システム全般

　当社及び当社グループ各社の内部統制システム全般の整備・運用状況に

ついては、当社の内部監査室が内部監査計画に基づきモニタリングを行っ

ており、適宜改善を図っております。

② リスク管理

　リスク管理については、リスク管理員会を定期的に開催し、リスクの有

無及び発生したリスクの対応状況等を継続的に把握し対処しております。

③ 取締役会

　定例の取締役会において、当社および子会社の重要事項の決定、内部統

制システムの運用状況及び経営リスクに関して適宜審議等を行っておりま

す。

④ 監査等委員会

　取締役会において必要に応じて発言を行っております。常勤監査等委員

は、グループ経営会議に出席し、子会社の状況を把握しております。ま

た、会計監査人、内部監査室と監査上の課題について適宜情報交換を行

い、監査等委員会監査の実効性を確保しております。

４. 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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（2023年３月31日現在）
　（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 （ 純 額 ）

土 地

そ の 他 ( 純 額 ）

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

1,388,200

1,123,050

113,144

116,211

35,793

12,703,434

11,727,186

4,231,334

7,252,244

243,607

688,828

647,145

41,682

287,419

157,035

130,384
　

流 動 負 債 1,173,624

短 期 借 入 金 500,000

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

401,237

そ の 他 272,386

固 定 負 債 10,261,328

長 期 借 入 金 7,605,855

匿名組合出資預り金 1,078,884

繰 延 税 金 負 債 1,436,377

そ の 他 140,212

負 債 合 計 11,434,953

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,441,106

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 2,939,268

利 益 剰 余 金 △596,921

自 己 株 式 △1,240

その他の包括利益累計額 66

その他有価証券評価
差 額 金

66

新 株 予 約 権 211,501

非 支 配 株 主 持 分 4,007

純 資 産 合 計 2,656,682

資 産 合 計 14,091,635 負 債 純 資 産 合 計 14,091,635

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,144,712

売 上 原 価 875,724

売 上 総 利 益 1,268,988

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,063,348

営      業      損      失（△） △794,359

営 業 外 収 益

助 成 金 収 入 76,870

そ の 他 9,841 86,712

営 業 外 費 用

支 払 利 息 129,241

ア レ ン ジ メ ン ト フ ィ ー 25,000

そ の 他 319 154,561

経      常      損      失（△） △862,208

特 別 利 益

そ の 他 0 0

特 別 損 失

関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 107,628

減 損 損 失 205,479

そ の 他 2,374 315,481

匿名組合損益分配前税金等調整前当期純損失（△） △1,177,690

匿 名 組 合 損 益 分 配 額 △11,614

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失（△） △1,166,076

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,976

法 人 税 等 調 整 額 △108,321 △106,344

当     期     純    損     失（△） △1,059,731

非支配株主に帰属する当期純利益 209

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △1,059,941

連 結 損 益 計 算 書
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（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本
株主資本合計

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

当連結会計年度期首残高 100,000 2,939,268 462,800 △982 3,501,085

当連結会計年度 変動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

△1,059,941 △1,059,941

自 己 株 式 の 取 得 △257 △257

連 結 範 囲 の 変 動 220 220

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

―

当連結会計年度変動額合計 ― ― △1,059,721 △257 △1,059,978

当連結会計 年度末残高 100,000 2,939,268 △596,921 △1,240 2,441,106

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権
非支配株主持
分

純 資 産
合 計

その他有価
証券評価差
額 金

その他の包括
利 益 累 計 額

当連結会計年度期首残高 67 67 211,501 3,798 3,716,452

当連結会計年度変 動額

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （ △ ）

― △1,059,941

自 己 株 式 の 取 得 ― △257

連 結 範 囲 の 変 動 ― 220

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ）

△1 △1 209 208

当連結会計年度変動額合計 △1 △1 ― 209 △1,059,770

当連結会計年度末残高 66 66 211,501 4,007 2,656,682

連結株主資本等変動計算書
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

関係会社短期貸付金

１年内回収予定の関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 ( 純 額 ）

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

関係会社匿名組合出資金

関 係 会 社 出 資 金

関 係 会 社 株 式

関係会社長期未収入金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

2,788,824

465,507

16,796

1,860,000

300,000

459,167

△312,646

9,146,464

580

580

752

752

9,145,130

1,251,050

300

3,422,135

263,282

4,050,000

157,035

1,326
　

流 動 負 債 324,490

1 年内返済予定の
長 期 借 入 金

300,000

そ の 他 24,490

固 定 負 債 4,658,148

長 期 借 入 金 4,650,000

退 職 給 付 引 当 金 8,148

負 債 合 計 4,982,638

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,741,149

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 5,567,965

資 本 準 備 金 2,445,118

その他資本剰余金 3,122,846

利 益 剰 余 金 1,074,424

利 益 準 備 金 18,286

その他利益剰余金 1,056,137

繰越利益剰余金 1,056,137

自 己 株 式 △1,240

新 株 予 約 権 211,501

純 資 産 合 計 6,952,650

資 産 合 計 11,935,289 負 債 純 資 産 合 計 11,935,289

貸　借　対　照　表
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（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 464,903

売 上 原 価 305,972

売 上 総 利 益 158,931

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 162,569

営 業 損 失 （ △ ） △3,638

営 業 外 収 益

受 取 利 息 175,488

そ の 他 4 175,493

営 業 外 費 用

支 払 利 息 54,740

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 312,646 367,387

経 常 損 失 （ △ ） △195,532

特 別 利 益

連 結 納 税 未 払 金 免 除 益 1,005 1,005

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 49,999

関 係 会 社 債 権 放 棄 損 560,000

連 結 納 税 未 収 入 金 放 棄 損 1,004

減 損 損 失 6,295

そ の 他 1,755 619,054

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △813,581

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,211

法 人 税 等 調 整 額 △77,800 △76,588

当 期 純 損 失 （ △ ） △736,992

損　益　計　算　書
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（ 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

　　（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 100,000 2,445,118 3,122,846 5,567,965 18,286 1,793,130 1,811,417

当 期 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 （ △ ） ― △736,992 △736,992

自 己 株 式 の 取 得 ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― △736,992 △736,992

当 期 末 残 高 100,000 2,445,118 3,122,846 5,567,965 18,286 1,056,137 1,074,424

株主資本
新株予約権

純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合　　計

当 期 首 残 高 △982 7,478,399 211,501 7,689,900

当 期 中 の 変 動 額

当 期 純 損 失 （ △ ） △736,992 △736,992

自 己 株 式 の 取 得 △257 △257 △257

当 期 変 動 額 合 計 △257 △737,250 △737,250

当 期 末 残 高 △1,240 6,741,149 211,501 6,952,650

株主資本等変動計算書
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指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙橋　克幸

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福田　健太郎

独立監査人の監査報告書

2023年５月19日
株式会社サイトリ細胞研究所

取締役会　御中

監査法人ハイビスカス
　　 東京事務所

　

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社サイトリ

細胞研究所（旧会社名　ＦＲＡＣＴＡＬＥ株式会社）の2022年４月１日から
2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社サイトリ細胞研究所（旧会
社名　ＦＲＡＣＴＡＬＥ株式会社）及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計
算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当
監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容
は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通

読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法

人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆

候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役

の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性

があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心

を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、

重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続

の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する

ためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応

じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に

よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を

評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す

ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でな

い場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求めら

れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できな

くなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注

記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財

務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算

書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、

監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見

事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業

倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると

合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ

ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙橋　克幸

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 福田　健太郎

独立監査人の監査報告書

2023年５月19日
株式会社サイトリ細胞研究所

取締役会　御中

監査法人ハイビスカス
　　 東京事務所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社サ
イトリ細胞研究所（旧会社名　ＦＲＡＣＴＡＬＥ株式会社）の2022年４月１
日から2023年３月31日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明
細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任
は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の
責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は
含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書
類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、
重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続
の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者に
よって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を
評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切である
かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると
合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガ
ードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年3月31日までの第19期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体

制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた当期の監査方針、職務の分担等に従い、会社の

内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か

らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及

び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果

(１) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容

及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま

せん。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(３) 連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

2023年５月22日

株式会社 サ イ トリ細胞研究所　監査等委員会

監 査 等 委 員 若 木 　 裕 ㊞

監 査 等 委 員 松 山 昌 司 ㊞

監 査 等 委 員 坂 田 靖 志 ㊞

(注) 監査等委員若木　裕、松山　昌司及び坂田　靖志は、会社法第２条

第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

以　上
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する
当 社 の
株 式 数

１

ほり

堀

 

　
え

江

 

　
とし

聡

 

　
やす

寧

（1972年９月29日）

1996年４月 住友商事㈱ 入社

2009年１月 ACA㈱ 入社

2012年１月 ライジング・ジャパン・エクイティ

㈱ 入社

2016年７月 ACA㈱ 入社 マネージング・パート

ナー（現任）

2017年12月 当社取締役

2018年３月 ACA㈱ 取締役

2019年４月 当社代表取締役社長（現任）

2019年４月 サイトリ・セラピューティクス

㈱代表取締役（現任）

2019年９月 ホテル金沢㈱代表取締役(現任)

241,090株

（重要な兼職の状況）

サイトリ・セラピューティクス㈱ 代表取締役

ホテル金沢㈱ 代表取締役

デューイ㈱ 代表取締役

ACA㈱ マネージング・パートナー

株主総会参考書類

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全

員（４名）が、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役４名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見

はございませんでした。

取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する
当 社 の
株 式 数

２

しら

白

 

　
はま

浜

 

　
せい

靖

 

　
じ

司

 

　
ろう

郎

（1954年３月４日）

1981年７月 Baxter Travenol Laboratories 

Inc.入社

1997年４月 ブリストル・マイヤーズ・スクイブ

㈱取締役

1999年５月 タッチ・メトリクス㈱代表取締役

社長

2002年９月 Cytori US Vice President-Asia 

Pacific入社

2002年11月 サイトリ・セラピューティクス㈱代

表取締役社長

2006年11月 Cytori US Sr.Vice President-

Asia Pacific

2007年７月 Cytori US President-Asia 

Pacific

2015年10月 サイトリ・セラピューティクス㈱

代表取締役会長（現任）

2020年６月 当社取締役（現任）

－株

（重要な兼職の状況）

サイトリ・セラピューティクス㈱ 代表取締役

会長
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する
当 社 の
株 式 数

３

ほし

星

 

　
の

野

 

　
よし

喜

 

　
ひろ

宏

（1957年４月21日）

2001年４月 AIGスター生命保険㈱ 取締役

2005年２月 富士生命保険㈱ 代表取締役

2008年６月 富士火災海上保険㈱ 執行役

富士生命保険㈱ 取締役（非常勤)

2009年８月 富士火災海上保険㈱

グループ執行役員

富士生命保険㈱

代表取締役社長兼COO

2011年４月 スターキャピタルマネージメ

ント㈱ 代表取締役（現任）

2018年６月 当社代表取締役

2019年４月 当社取締役（現任）

4,000株

（重要な兼職の状況）

スターキャピタルマネージメント㈱

代表取締役

新任

４

ふじ

藤

 

　
むら

村

 

　

 

　
ごう

剛

（1972年１月９日）

2006年８月 エコナック㈱（現エコナックホー

ルディングス㈱）入社

2014年３月 同社 管理部総務課長兼不動産事

業部課長

2016年３月 ファーストコーポレーション㈱入

社　管理部総務人事グループ課長

2016年６月 同社　総務人事部長

2017年３月 ホームポジション㈱入社 管理本

部総務人事部課長

2019年11月 当社入社　リスク管理部長

2022年11月 当社経営企画部長兼リスク管理部

長（現任）

700株

（重要な兼職の状況）

－

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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２. 堀江聡寧氏がマネージング・パートナーとして在職しておりますＡ

ＣＡ株式会社は、過去10年間において、当社の親会社（特定関係事

業者）であるアクア戦略投資事業有限責任組合の無限責任組合員で

あり、ＡＣＡ株式会社も親会社に該当しておりました。

３. 白浜靖司郎氏の戸籍上の氏名は、白浜教男であります。

４. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員

等賠償責任保険契約を締結しており、当該保険契約の内容の概要

は、事業報告に記載のとおりです。各候補者が取締役に選任され就

任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定

しております。

以上
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第19回定時株主総会会場ご案内図

東京都港区新橋一丁目18番１号

航空会館ビジネスフォーラム　501会議室

西新橋
スクエア

至虎ノ門

至
三
田

西新橋交差点

外堀通り

日
比
谷
口

（
都
営
浅
草
線
）

りそな
銀行

至
東
京

日比谷
セントラル
ビル

新
橋
駅

新橋駅
（銀座線）

至品川

A2

⑦

航空会館

内
幸
町
駅(

都
営
三
田
線
）

ＪＲ　 京浜東北線・山手線・上野東京ライン 新橋駅　 日比谷口 徒歩６分

地下鉄 東京メトロ銀座線・都営浅草線　　　 新橋駅　 ⑦出口　 徒歩５分

　　　 都営三田線　　　　　　　　　　　　 内幸町駅 Ａ２出口 徒歩１分


